
住民基本台帳：氏名、
生年月日、性別、住
所などが記載された
住民票を世帯ごとに
編成したもので、住
民の方々に対するさ
まざまな行政サービ
スを提供するための
事務処理の基礎とな
ります。「住民基本
台帳法」はその制度
を定めた法律です。

� MIC  September 2009

住民基本台帳法 が改正されます
特集

2

住民基本台帳カード 
：住基カードはお住
まいの市区町村で簡
単に交付が受けられ
る、 セ キ ュ リ テ ィ
に優れたICカードで
す。住基カードがあ
れば、電子証明書に
よる本人確認を必要
とする行政手続のイ
ンターネット申請が
可能になり、また、
公的な身分証明書と
して利用できます。
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　今回、ほかの市区町村へ引っ越し（転出）した場合でも、引き続き住基カード を利用できるよう必要な手続を定めるとともに、外国人住民の方を住民基本台
帳法の適用対象に加えるため、住民票の記載事項などについて必要な改正を行 うことなどを内容とする「住民基本台帳法の一部を改正する法律」(以下「改正法」)
が、第171回国会で成立いたしました。皆さんに、その内容をご紹介します。

住民基本台帳カード(住基カード) がさらに使いやすくなるとともに、
外国人住民の方にも住民票が作成 されるようになります！ 

改正法のポイント
　ポイントは2つです。まず、①これまで住基カードを持つ住民がほかの市区町村へ引っ

越し（転出）する場合、一度住基カードを返納し、転入先で再交付を受けていましたが、

今後は転入先の市区町村でも継続して使用できるようになります。さらに、②現行の外

国人登録制度の廃止に伴い、外国人住民の方も住民基本台帳制度の対象になります。

3年以内に制度がスタートします
　改正法の施行日は、①住基カード関係の改正については、公布の日（平成21年7月15

日）から3年以内の政令で定める日となります。②外国人住民関係の改正については、外

国人登録法が廃止される日に、施行されます。具体的な施行日は「入管法等改正法」の公

布の日から3年以内で今後政令で定められる予定です。

外国人住民の方は 地方自治体も準備を
進めていきます

　施行までの間は、住所を移した場合に

は、これまでどおり、新しい市区町村で

必ず外国人登録(変更登録)をしてくだ

さい。

　施行後は日本人と同様に、転入届・転

出届など住民基本台帳への住民登録を

行ってください。

　制度の移行に向け、窓口事務の見直し

やシステム改修などの準備作業を進めて

いきます。

F改正法の詳細は以下のホームページをご覧ください。
http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/s_houritsu.html

引っ越しをしても、住基カードが
そのまま使えるようになります

どうして改正されたの?

どのように便利になるの?

　これまでは、ほかの市区町村へ引っ越し（転出）をすると

住基カードが失効し、あらためて転入先の市区町村で、交

付申請の手続を行うなどの不便さがありました。また、申

請の際に500円程度の交付手数料※がかかりました。
※自治体により無料のところもあります。

　今後は、引っ越し（転出）の際に住基カードを返納する義

務がなくなり、転入先の市区町村に住基カードを提出する

ことによって、カード裏面に新住所が記載され、継続使用

が可能になります。また、その際の手数料もかかりません。

転出 転入

転出届 転入届

継続使用 サインパネル
領域

新住所の裏書き
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入管法等改正法：出
入国管理及び難民認
定法及び日本国との
平和条約に基づき日
本の国籍を離脱した
者等の出入国管理に
関する特例法の一部
を改正する等の法
律。第171回国会で
成立し、平成21年
7月15日 に 公 布 さ
れました（概要につ
いては11ページ参
照）。

改正後のイメージ

http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/s_houritsu.html


外国人住民：「改正
法」では、適法に3カ
月を超えて在留する
外国人を主な対象と
しています。具体的
には、在留カード交
付対象者や特別永住
者などです。
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入管法等改正法②：
「外国人登録法」が廃
止され、中長期在留
する外国人に対し
て、空港等で在留カ
ードが交付されるこ
とになります。在留
資格の変更や在留期
間の更新は、従来ど
おり地方入国管理局
で手続を行う必要が
あります。 

在留カード：法務大
臣が、我が国に中長
期間在留する外国人
に対し、上陸許可等
在留に係る許可に伴
って交付するカード
です。

住民基本台帳法が
改正されます

11MIC  September 2009

特集

2

どうして改正されたの?
　我が国に入国・在留する外国人は、ここ

10年間で約1.5倍に増加しています。そ

れに伴って、在留外国人の国内移動も多く

なり、国際結婚 (夫婦の一方が外国籍であ

る結婚)の件数も年々増加しています。

どのように便利になるの?

外国人住民の方の
利便性の向上

市区町村の
行政事務の合理化

①届出事項が少なくなり、届出の負担が

減ります。

②転入届などとの連携により、国民健康

保険など、各種行政サービスの手続が

簡素化されます。

③日本人と外国人とで構成される世帯の

全員が記載された証明書（住民票の写

し等）が、発行できるようになります。

①外国人住民の正確な居住実態や世帯情

報を記録することができます。

②各種行政サービスとの連携により、受

付事務の一本化など事務が合理化され

ます。

③日本人と外国人とで構成される世帯の

把握が容易になります。

　しかし、これまで外国人の方の居住

関係や身分関係は、「外国人登録法」

に基づいて把握されており、日本人と

外国人が別々の制度で把握されている

ため、外国人住民の居住実態や世帯情

報が十分に把握されておらず、行政の

サービスも行き届きにくいなどの課題

がありました。

外国人登録法：在留
外国人の居住や身分
などを公正に管理す
ることを目的とし
て、我が国に在留す
る外国人に対して、
市区町村での外国人
登録を定めた法律。
入管法等改正法の施
行により廃止されま
す。 ■外国人登録者数の推移と我が国の総人口に占める割合

（注1）「外国人登録者数」は、各年12月末現在の統計である。
（注2）「我が国の総人口に占める割合」は、総務省統計局の調査に基づく各年10月1日現在の総人口(外国人も含む)を基に算

出した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ＜法務省入国管理局の統計データに基づき作成＞

入国

空港等外国人

市区町村Ａ

・上陸許可
・在留カード交付

上陸審査
住所変更などに伴
う住民行政に関す
る手続のワンス
トップ化（届出な
どの簡素化）が可
能になります。

外国人住民は、別途市区町村への住
民票の修正に係る届出は不要です。

外国人住民は、別途地方入国管理局への
住居地の変更に係る届出は不要です。

住民基本台帳

日本人 外国人

住民票の作成、
世帯ごとに編成。

国民
健康保険 児童手当 国民年金 など

法務大臣から通知

・氏名等の変更の届出
・在留資格の変更
・在留期間の更新

地方入国管理局

住居地に係る通知等

転入通知

市区町村Ｂ

住民基本台帳

転入

在留カード
等の提示

転出・転入
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2,152,973総人口に占める割合

外国人登録者数は過去最高の約222万人 (10年間で約1.5 倍 ) に増加している

外国人登録者数

20

2,217,426

1.74
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外国人住民の方も、
住民基本台帳制度の対象となります2

改正後のイメージ


